










































































































































64K 256K 1M 4M 16M
三星電子 82.2～85.1 85.1～86.3 87.3～89.1 89.4～91.2 92.1～94.1
NEC 80.3～82.3 83.1～84.3 85.2～88.1 88.3～90.4 91.1～94.1









































































































































































































































































































































44）アメリカの社会学者ピータ ・ーエヴァンス（Peter Evans）は，1979年に出版した著書『従属的発展（Dependent 
Development: the Alliance of Multinational， State, and Local Capital in Brazil, Princeton: Princeton 
University Press）』のなかで，ブラジルの経済を支えているのは民族系民間企業，外資系企業，政府系企
業の３つの資本形態の企業群であり，はそれぞれ異なる利害関係をもちながらも，資本主義システムに参
入するに当たって「三者同盟（the triple alliance）」を形成していると述べている。Peter Evans（1979），







































































































































57）李根（2004）「Emerging Digital Technology as a Window of Opportunity and Technological Leapfrogging 
























































































































































































































































































































82）Hamel, G., Y. L. Doz., C. K, Prahalad., (1989) “Collaborate with your Competitors and Win”, Harvard 
Business Review, Jan-Feb, ダイアモンド社訳（2005）「ライバルとのコラボレーション戦略」『ダイヤモン
ドハーバード・ビジネス・レビュー』２月号。
83）洪裕洙（1994）『戦略的提携と技術革新の国際化』対外経済政策研究院，９－10頁。
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　これらの一連の研究では主に，外部要因の戦略的提携を企業が競争優位を構築していくうえ
で必要な資源を獲得（学習及び相互補完）する手段として捉えており，その重要な特徴の１つ
である協力企業間の対等性は，資本ないし保有技術のバランスによって規定されていることが
明らかにされている。そして，企業が戦略的提携を選ぶ理由を，グローバル競争の激化，つま
り外部環境に求めている。しかし，企業が提携を選好する要因は企業内部にも存在するので，
これらも含めて提携の戦略性を追及する必要性がある。この点について言及している研究とし
ては徳田昭雄の研究が挙げられる。
　徳田は，企業の内部要因と外部要因が双方に等しく関わりあって，その両者の間を望ましい
形でつなぐ連結ピンの役割をするのが経営戦略であり，提携の戦略性を外部要因の絡みで議論
するのであれば，同時に，企業の内部要因にも着目して提携の戦略性を解明しなければならな
いとし，これは経営戦略の理論から必然的帰結であるとしている84）。とくに，企業の内部要因
に着目した場合，経営戦略の役割は「希少性の高い経営資源を自社に蓄積して，それらをうま
く活用する能力を備えておく」，というものであり，これは自社の資源に限らず，他社の経営
資源も範疇に入ってくる。そして，他社との相互関係を視野に入れて経営戦略を立案・実行し
ていかなければならないと経営者が認識したときにはじめて内部要因との絡みで提携の戦略性
を把握することができるという85）。
　それゆえに，彼が捉える戦略的提携とは，「希少性の高い経営資源の蓄積に向けて他社から
経営資源を獲得し，それらを他社の経営資源を利用してうまく活用し，自社の経営資源を有利
に展開させていくための手段」86）である。ここで，希少性の高い経営資源は，組織間の学習
を通じて自社に蓄積していくことができる87）。
　このように徳田の研究は，提携の戦略性を企業内外の経営資源に着目して，それを「活用」「獲
得」「展開」という３つの側面で論じているということで，とくに資源の「獲得」に目を向けば，
本稿で捉える韓国半導体産業の発展要因を分析するうえで重要な示唆を与えてくれる。具体的
には，三星電子のような特定分野に限って強みをもつ企業，或いは保有資源の乏しい後発企業
は戦略的提携を活用して自社にとって希少性の高い資源を他者から獲得できるということが示
唆されている。
　以上，従来の研究からもわかるように，戦略的提携の捉え方は実に様々であり，必ずしも共
通の理解が得られているわけではない。その原因は，研究が進められる時代背景と分析対象（企
業）の相違によるところが大きい。換言すれば，企業の内部要因自体は企業の数だけ存在する
84）徳田昭雄（2000）『グローバル企業の戦略的提携』ミネルヴァ書房，97－98頁。
85）同上書，104－105頁。
86）同上書，116頁。
87）同上書，106頁。
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といっても過言ではないし，産業の特性によって戦略のあり方も異なってくる。
　したがって，提携の戦略性を明らかにするためには，より本質的な側面から追求していかな
ければならない。つまり，自社に多大な利益をもたらす可能性が高い事業分野，或いは他社と
の競争で落伍した場合，自社に多大な損害を与える可能性が高い事業分野で，当該企業の経営
者が必要不可欠であると認識したうえで実行される提携であれば，その提携は「戦略性」を内
包していると見ても良いだろう。もちろん，経営者は自社を取り巻く経営環境と内部的要因を
十分考慮したうえでの意思決定である。さらにここには，①対等性②相互補完性，③競争的協
力という条件が加わる。
　①にいう対等性については，協力企業間の関係において，主従関係が存在せず，水平的関係
を維持しているため，互恵的なものだと言える。しかし換言すれば，企業同士の葛藤が生じた
とき，調整が非常に難しく，不安定なものになりかちである。一方，その不安定性の故に戦略
的提携のあるべき姿（質的な発展）である組織間の知識創造が行われる可能性が存在する。
　②の相互補完性は，欠落している技術的資源を相互補完するということである。
　③の競争的協力は，産業を超えての戦略的提携が増えている一方で，競争と共存が並行して
行われている。その主な理由としては，新製品の開発におけるコストとリスクの負担や産業へ
の迅速な参入などがあげられる。
　以上，各論者の議論を踏まえて，本稿では戦略的提携を，「競争関係にある企業同士が対等
性を維持しながら，競争力を高めるという明確な戦略的意図のもとで，共通の目的をもち，そ
れを達成するために協力すること」として捉える。ここで指摘する目的とは，「それぞれの自
社の中核となる資源を融合させ，新たな価値創造を実現すること」を意味する。そして協力企
業同士が事業を展開していくうえで発生したリスクと利益は常に共有されなければならない。
　ただし，戦略的提携が万能な戦略ではない点に留意する必要がある。むしろ，戦略的提携は
成功事例より，失敗事例の報告数が圧倒的に多い。上述のように戦略的提携は競争的協力関係
なので，メリットが多いだけに，リスクも極めて大きいというのが提携で見られる最も大きな
特徴かも知れない。提携を行うことによって想定される最も大きいリスクは，相手企業に自社
の技術が漏れるということであろう。とくに，最先端技術を必要とするIT産業での技術流出
は企業にとって致命的なものである。しかし，戦略的提携を成功に結びつけるためには，自社
の中核的な技術を相手企業に開示しなければならず，その過程で技術流出が起きる可能性が高
い。逆に，技術流出を恐れて，技術の開示に消極的だとその提携は失敗に終わってしまうので
ある。にもかかわらず，経営者がこれらのリスクを超える何らかのメリット見込んで提携を推
進するのであれば，それこそが真の意味での戦略性を意味するのであろう。
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６．おわりに
　本稿では，韓国半導体産業の発展に対する分析視角を明確にすべく，主要な先行研究のサー
ベイを行い，各議論の意義と限界について検討してきた。これらの一連の研究は主に，韓国企
業は戦略製品としてDRAMを選択し，時間のかかる独自技術による研究開発は製造装置の購
入や技術導入に依存しつつも，それを自社独自のR&D活動に活用したことが指摘された。また，
製品の開発と量産を円滑に進めるために，タスクフォース・チーム制度を採用すると同時に，
並列開発システムを構築していたことが明らかにされている。その結果，1980年代末頃から，
韓国企業（すなわち，三星電子）は自主開発段階に移行した，という結論に至っている。そし
て，これらを支えてきたのが，政府の手厚い金銭的，政策的な支援と財閥ならではの大胆な意
思決定能力であったといわれている。
　以上のように，これらの先行研究は韓国半導体産業の発展要因を分析するうえで，それぞれ
有効なフレームワークを提示しており，優れた業績であることに異論はない。しかし，三星電
子が自社内部に不足している技術的資源を日米企業との協力関係を通じて自社に取り入れる動
態的な過程が考慮されず，事実上，先進国からの一方的な技術移転と，それをベースにした自
主開発の成果のみが分析対象となっている。これが問題となるのは，90年代以降，三星電子が
日米企業から激しい技術牽制を受け，技術導入が困難になったとき，或いはDRAMの度高集
積化が進むにつれ，三星電子の自主開発能力では対処しきれない技術的限界が生じた場合，ど
のように対応していったのか，という疑問に答えることができないのである。
　羽田裕一氏（NEC専務・メモリ事業本部長）は三星電子の技術力について，「（日本企業が）
総合力では確かに優れるが，ある技術に特定すれば，韓国の企業でも日本をはるかに上回る技
術力を持っている」88）と評価している。この発言から三星電子の技術レベルがかなりの水準
まで到達していることが窺える。しかし，他面では特定の技術分野を除けば，依然として日本
企業との技術的格差が存在している，という風にも捉えられるのである。
　すなわち，三星電子の技術レベルが一定の水準まで到達しているとしても，外部資源の活用
は自社戦略を展開していくうえで，欠かせないものであったと考えられる。そして，競争環境
の急激な変化に応じて三星電子は技術導入以外にも，日米企業との戦略的提携を積極的に展開
してきたのである。しかし，服部にしろ，裵や宋にしろ，自社が必要とする様々な経営資源を
外部から取り入れる手段としては技術導入のみが論じられており，それだけでは，韓国半導体
産業の発展要因を的確に捉えることはできないと言わざるをえないのである。
88）日経BP社編（1996）『日経ビジネス』1996年11月11日号，164頁。
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　したがって，これまでのように，韓国半導体産業の発展要因を，政府の積極的な支援，先進
国企業からの技術導入とそれをベースにした自主開発体制の構築などとしてのみ捉えるのでは
なく，日米企業との戦略的提携による成長としてもみることによって，新しい分析の視角を提
示できるのではないか指摘して，本稿を閉じることとする。
 （2011年11月20日受理）
